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年度29

29 年度

29 年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ

Ｘ：「助成決定額」
Ｙ：「助成決定件数」

単位当たり
コスト 円 4,636,829 5,040,678 3,993,991 -

計算式 X / Y
1.813百万円
/391件

1.487百万円
/295件

1.278百万円
/320件

-

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

1,873 1,686 1,300 703 0

1,527 1,300

執行率（％） 98% 91% 100%

第３期中期目標期間にお
いて、助成事業の利用者
満足度を80％以上とする。

助成事業の利用者満足度

成果実績 ％ 94 95.5

目標値 ％ 70

平成２２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

活動実績

活動指標

％

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し -

計

80 80 80

達成度 ％ 134.3％

1,300

主要政策・施策

85

達成度

255 -
助成事業の決定（件数）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
391 295 320

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人福祉医療機構法第12条第１項第７号

関係する計画、
通知等

・独立行政法人福祉医療機構中期計画（H25.3.1）
・社会福祉振興助成費補助金交付要綱

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

1,835

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 1,686

社会保障

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　政策動向や国民ニーズを踏まえ、民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動等に対して助成を行うことを目的とする。

前年度から繰越し - -

事業番号

社会福祉振興助成費補助金 担当部局庁 社会・援護局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 福祉基盤課 岩井勝弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅶ－2－1　社会福祉に関する事業に従事する人材の養成確
保を推進すること等により、より質の高い福祉サービスを
提供すること

主要経費

27年度

-

-

特定非営利活動法人等へ
の助成

407

81.8

27年度活動見込

119.4％

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

％ 92.3

％ 108.6％ 113.1％

第３期中期目標期間にお
いて、新たに他団体・関係
機関等との連携等の効果
があった事業を85％以上と
する。

助成によって新たな連携を
構築できた事業

成果実績

定量的な成果目標 成果指標

103％107.3％

件

成果実績

目標値

367

単位

102.3％

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

85

成果指標 単位

％

26年度
目標最終年度

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

ＮＰＯ法人などが行う以下の事業に対し助成を行うものである。
①福祉活動支援事業（個々の団体が実施する社会福祉の振興に資する創意工夫ある事業）
②地域連携活動支援事業（複数の団体が連携を図り、社会福祉諸制度の対象外のニーズ等に対応する事業）
③全国的・広域的ネットワーク活動支援事業　（広域的な普及等を図るため、複数の団体が相互にノウハウを共有し、社会福祉の振興に資する創意工夫
ある事業）
※①福祉活動支援事業は平成27年度から廃止。

目標最終年度

- -

703

96.1

目標値 ％

-

85 85

24年度 25年度

85.8第３期中期目標期間にお
いて、全助成件数の80％
以上を特定非営利活動法
人等への助成とする。 達成度 ％

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

精査中 

精査中 

精査中 

精査中 



費　目

計 703 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

社会福祉振興助成費補助
金 703



事業所管部局による点検・改善

福祉医療機構内において第三者からなる審査委員会を設
置し、助成先及び経費について審査している。

福祉医療機構内において第三者からなる審査委員会を設
置し、助成先及び経費について審査している。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成26年度行政事業レビュー公開プロセスでの意見を踏まえ、助成対象事業の重点化等を行い、平成27年度予算額の縮減を行った。（▲
597百万円）
政策動向や国民ニーズを踏まえ全国的に実施する事業であり、今後も引き続き福祉医療機構において事業を実施するとともに、事業内容
について適切な見直しを図ることとする。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政策動向や国民ニーズを踏まえた民間活動への助成で
あり、政策目的の達成手段として必要である。

福祉医療機構内において第三者からなる審査委員会を設
置し、助成先及び経費について審査している。

独立行政法人福祉医療機構法第１２条第１項第７号に基
づき実施する事業に対する支出である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

・福祉医療機構において、第三者からなる助成事業審査・評価委員会により、助成事業の審査や評価を行っており、評価の結果、事業効果
の高い優れた事業については、全国３カ所で事業報告会を開催したり、ホームページで紹介したり、フォローアップも行っている。
　
・平成26事業年度の業務運営に関する計画において、第三者からなる助成事業審査・評価委員会により、助成事業の選定方針を策定、公
表するとともに、当該選定方針に基づいて審査、採択を行っている。なお本事業の目標として定めている「特定非営利活動法人等への助成
決定件数８０％以上」等は達成される見込みである。

・毎事業年度、事業実績・財務諸表の報告により実施状況を把握するとともに、厚生労働省独立行政法人評価委員会等による評価を実施
し、適正に実施されている旨、評価を得ている。なお、平成26事業年度の評価については、独立行政法人通則法の改正に伴い、外部有識者
の意見を踏まえ、主務大臣が評価を行うこととされている。

・上記の他、各点検項目による評価も概ね妥当と考えられることから、今後も引き続き、適正な事業実施に努めて参りたい。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

各団体への助成に加え、助成事業の事後評価や優良事
例の報告会など、助成効果を高める様々な事業を行って
おり、効果的に事業が実施されている。

概ね見込み通りの実績をあげている。

助成事業の事例について、他のNPO法人等の今後の福
祉活動の参考とするため、ホームページ等で公表してい
る。また、一部事業については、事業の必要性が認めら
れ、行政において事業化やモデル事業化されている。

平成26年度行政事業レビュー公開プロセスでの意見を踏
まえ、助成対象事業等の見直しを行った。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

採択予定件数を大幅に上回る応募数があることから、
ニーズは高いと考えている。

複数の団体が連携して行う全国的・広域的な事業を助成
対象としているため、国が補助をすべき事業である。

○

○

○

○

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○ 目標を上回る実績をあげている。

国が交付要綱にて対象経費を限定するとともに、福祉医
療機構内において第三者からなる審査委員会を設置し、
助成先及び経費について審査している。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



748平成22年度

平成25年度

-

713

平成23年度 866

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度 713

平成24年度



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 
1,300百万円  

A.（独）福祉医療機構 
1,300百万円  

【補助】 

社会福祉振興助成金の交付 

Ｂ．民間福祉活動団体 
1,278百万円 

社会福祉振興助成金の受領 



支出先上位１０者リスト
A.

B

10 バリアフリー映画研究会 みんなで楽しむバリアフリー映画の普及事業 11 - -

8 こどもサポートネットあいち 虐待児継続手記集と社会的養護自立相談事業 12 - -

9 アスペ･エルデの会 子育てにおける保護者支援と支援者研修事業 11 - -

6 はれたりくもったり 障害者芸術活動を通した共生社会づくり事業 14 - -

7
ヒューマンワークアソシエー
ション

経済的困難な世帯への学習と就労支援事業
生活困窮者を対象とした就労的自立を支援する事業

12 - -

4 こどもプロジェクト
福島からの母子の安心生活環境づくり事業
福島の子どもたちののびのびリフレッシュ事業

17 - -

5
全国コミュニティライフサポート
センター

復興住宅への転居者と受入地域への支援事業 15 - -

3
全国在宅リハビリテーションを
考える会

暮らしを支える情報コミュニケーション事業 17 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 難民支援協会 在日難民の脱貧困ネットワーク確立事業 28 - -

2
コミュニティワーク研究実践セ
ンター

全国連携による福島・岩手の子ども支援事業 18 - -

1 （独）福祉医療機構 民間福祉活動団体への助成 1,300 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

計 28 計 0

社会福祉振興
助成金

在日難民の脱貧困ネットワーク確立事業 28

計 1,300 計 0

B.（特非）難民支援協会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

社会福祉振興
助成金

民間福祉活動団体への助成金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（独）福祉医療機構 E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

1,300


